
Ⅳ 経 済 的 支 援
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１．目的
離婚によるひとり親世帯等、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進

に寄与するため、当該児童について手当を支給し、児童の福祉の増進を図る。（平成22年８月より父子家庭も対象）

２．支給対象者
18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある児童（障害児の場合は20歳未満）を監護する母、監護し、

かつ生計を同じくする父又は養育する者（祖父母等）。

３．支給要件
父母が婚姻を解消した児童、父又は母が死亡した児童、父又は母が一定程度の障害の状態にある児童、父又は母の

生死が明らかでない児童などを監護等していること。
※ ただし、国内に住所を有しないとき、児童が父又は母と生計を同じくするとき、母又は父の配偶者に養育されるとき等は支給されない。

平成26年12月より、受給者等の年金額が手当額を下回る場合は、その差額分の手当を支給。

４．手当月額（平成30年４月～）
・児童１人の場合 全部支給：４２，５００円 一部支給：４２，４９０円から１０，０３０円まで

・児童２人以上の加算額 [２人目]            全部支給：１０，０４０円 一部支給：１０，０３０円から ５，０２０円まで

[３人目以降１人につき] 全部支給： ６，０２０円 一部支給： ６，０１０円から ３，０１０円まで

５．所得制限限度額（収入ベース）
・全部支給（２人世帯） １３０万円 →１６０万円（平成30年８月分から実施予定）
・一部支給（２人世帯） ３６５万円 →据え置き

６．受給状況
・平成29年３月末現在の受給者数 １，００６，３３２人 （母：943,917人、父：57,484人、養育者：4,931人）

７．予算額（国庫負担分）［30年度予算案］１，７１０．９億円

８．手当の支給主体及び費用負担
・支給主体：都道府県、市及び福祉事務所設置町村
・費用負担：国 1/3  都道府県、市及び福祉事務所設置町村 2/3

１ 児童扶養手当制度の概要
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○母子福祉年金の補完的制度から、母子家庭の生活の安定と自立の促進を通じて児童の健全育成を図る福祉制度に改正
○手当額の２段階制（所得による手当額の一部支給停止）を導入
○支給主体を国から都道府県知事に移行、地方負担の導入 等

【昭和60年8月～】

○父子家庭への児童扶養手当の支給拡大

児童扶養手当制度の主な改正経緯

○公的年金給付等との併給制限の見直し（手当よりも低額の公的年金等を受給する場合に、その差額分の手当を支給）

○第２子加算額及び第３子以降加算額を最大倍増
第２子加算額：5,000円 → 10,000円～5,000円、第３子以降加算額：3,000円 → 6,000円～3,000円

○所得制限の見直しによる給付の重点化 等
・受給者本人（２人世帯：収入ベース）全部支給：204.8万円 → 従来どおり、一部支給：407.8万円 → 300.0万円
・扶養義務者等（６人世帯：収入ベース）946.3万円 → 600.0万円

○就労等による収入の増加が総収入の増加につながるよう、所得額と手当額との関係の見直し 等
・所得制限の見直し 受給者本人 全部支給：204.8万円 → 130.0万円、一部支給：300.0万円 → 365.0万円
・手当額の見直し 全部支給：42,370円 → 従来どおり、一部支給：28,350円 → 42,360円～10,000円

【昭和36年】児童扶養手当制度創設（母子福祉年金の補完的制度として発足、全額国庫負担）［施行は昭和37年1月1日］

【平成10年8月～】

【平成14年8月～】

【平成15年】

○支給期間と手当額の関係の見直し 等
・受給期間が５年等を経過したときは、政令で定めるところ（一定の事由に該当する場合は適用除外あり）により手当の
一部支給停止措置の導入（平成20年4月から適用）

【平成22年8月～】

【平成26年12月～】

【平成28年8月～】
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○ 先般、母子家庭の増加により、児童扶養手当の受給者数も増加していたが、平成２４年度末を境に減少に転じて
いる（平成２４年度末から平成２８年度末▲76,985人）。
※ 平成22年8月より、支給対象を父子家庭にも拡大

○ 平成２８年度末において、全部支給者は522,438人(51.9%)、一部支給者は483,894人(48.1%)である。

154,387
1,083,317

1,006,332 

0

500,000

1,000,000

1,500,000
児童扶養手当受給者数の推移（昭和37～平成28年度）

（出典：厚生労働省「福祉行政報告例」）

総数

生別世帯
死別

世帯

未婚

世帯

父又は母が

障害者世帯

父又は母による

遺棄世帯

父又は母が

DV保護命令

を受けた世帯
離婚 その他

母子世帯
916,589

（100.0％）

801,072
（87.4%）

757
（0.1%）

6,585
（0.7%）

100,192
（10.9%）

4,994
（0.5％）

2,045
（0.2％）

944
（0.1%）

父子世帯
57,030 

（100.0％）

50,059
（87.8%）

28
（0.05%）

4,568
（8.0%）

647
（1.1%）

1,577
（2.8%）

149
（0.3%）

2
（0.004%）

その他の世帯※ 32,713

計 1,006,332

（単位：人）

（単位：人）

○平成２８年度末受給者数

※その他世帯は、２人以上の児童がそれぞれ異なる支給事由に該当する場合に当該児童を父又は母が監護等する世帯及び父又は母以外の者が養育する世帯

児童扶養手当受給者数の推移
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手当額 ＝ ４２，５００円 ―〔（受給資格者の所得額 ― 所得制限限度額(全部支給所得額ベース☆)）× 0.0187630 ＋１０円〕

収入ベース 所得ベース 収入ベース 所得ベース 収入ベース 所得ベース

0 920,000 190,000 3,114,000 1,920,000 3,725,000 2,360,000

1 1,300,000 570,000 3,650,000 2,300,000 4,200,000 2,740,000

2 1,717,000 950,000 4,125,000 2,680,000 4,675,000 3,120,000

3 2,271,000 1,330,000 4,600,000 3,060,000 5,150,000 3,500,000

4 2,814,000 1,710,000 5,075,000 3,440,000 5,625,000 3,880,000

5 3,357,000 2,090,000 5,550,000 3,820,000 6,100,000 4,260,000

扶養
親族
等の
数

全部支給 一部支給

受給資格者本人
孤児等の養育者／

配偶者／扶養義務者

○児童扶養手当の額は、受給資格者の所得額を下表の扶養親族等の数に応じた所得制限限度額（所得ベースの額）に照
らし合わせて全部支給、一部支給、支給停止のいずれかに決定するが、受給資格者と生計を同じくする扶養義務者が
いる場合には、その者の所得額が扶養親族等の数に応じた所得制限限度額以上の場合には全部支給停止となる。

○所得制限限度額表（平成３０年度）

※１．児童扶養手当の算定対象となる所得の範囲は地方税法の道府県民税についての非課税所得以外の所得等。
２．政令上は所得額で規定されており、ここに掲げた収入額は、給与所得者を例として給与所得控除額等を

加えて表示した額。

１０円未満四捨五入

（例）親１人子ども１人 就労収入１８１万円（年額）、養育費３０万円（年額）の場合

４２，５００円 ― 〔（１２５万円（※）― ５７万円） × ０．０１８７６３０ ＋ １０円〕 ＝ ２９，７３０円
※ １２５万円＝１０９万円（就労収入１８１万円の給与所得控除後）－ ８万円（社会保険料相当）＋２４万円（養育費の８割）

（単位：円）

○一部支給額の計算方法（平成３０年度）

児童扶養手当支給額の計算方法
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扶養親族等の数 全部支給の所得制限限度額 一部支給の所得制限限度額

０人 19万円 （ 92 万円） 192万円 （311.4万円）

１人 57万円 （130 万円） 230万円 （365  万円）

２人 95万円 （171.7万円） 268万円 （412.5万円）

３人 133万円 （227.1万円） 306万円 （460 万円）

４人 171万円 （281.4万円） 344万円 （507.5万円）

５人 209万円 （335.7万円） 382万円 （555  万円）

児童扶養手当の額は、受給者の所得（収入から各種控除額を減じ、さらに、受給者やその児童が父又は母から養育費を受け取っている場合にはその
養育費の８割相当額を加えて算出）と扶養親族等の数を勘案して決定され、また、就労等により収入が増えるにつれて児童扶養手当を加えた総収入
が増えるよう定められている。

○平成３０年度手当額の例 （手当受給者と子１人の家庭の場合）

１８１万円

0 130

（万円）
就労等収入

総
収
入

総収入（就労等収入と手当の合計額） ３７７万円
３２２万円

２８０万円
２３８万円

200 250 300 365 （万円）
就労等収入

※ （ ）内は収入額ベース。政令上は所得額で規定されており、ここに掲げた収入額は、給与所得者を例として給与所得控除額等を加えて表示した額である。

児童扶養手当の所得制限限度額について

月額42,500円
（年額51万円）

月額31,800円
（年額約38万円）

手
当

就
労
等
収
入

月額25,230円
（年額約30万円）

月額18,660円
（年額約22万円）

月額10,030円
（年額約12万円）
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○ 児童扶養手当については、平成１４年の母子及び寡婦福祉法等の改正の際に、離婚後等の生活の激変を一定期間内で
緩和し、自立を促進するという趣旨から、就労支援施策等の強化を図ることとあわせて、受給期間が５年を超える場合に、
平成２０年４月から、その一部を支給停止することとされた。

・児童扶養手当の支給開始月の初日から起算して５年（又は手当の支給要件に該当する日の属する月の
初日から起算して７年)を経過したときは手当の額の１／２を支給停止する。

・３歳未満の児童を育てている場合は、３歳までの期間は５年の受給期間に含めない取扱いとする。

○ ただし、平成２０年２月に政令を制定し、一定の事由に該当する場合は一部支給停止の適用を除外している。

（１）手当の一部支給停止の適用除外となる事由

① 就業している。

② 求職活動等自立を図るための活動をしている。

③ 身体上又は精神上の障害がある。

④ 負傷又は疾病等により就業することが困難である。

⑤ 受給資格者が監護する児童又は親族が障害、負傷、疾病、要介護状態等にあり、受給資格者が介護する必

要があるため、就業することが困難である。

（２）一部支給停止の適用除外となるための手続

○ 手当の支給開始後５年等を経過する月（以下「５年等満了月」という。）の直前の時期の現況届（８月）と併せて、（１）①～
⑤のいずれかに該当する旨を明らかにできる書類を自治体に提出。５年等満了月以降の現況届時も同様。
※平成２２年の児童扶養手当法の一部を改正する法律の附帯決議を踏まえ、２４年６月に省令を改正し、本手続を現況

届の手続と同時に行うことで一体化させる運用改善を実施

概 要

具体的な内容

・全受給者（約１０１万人）に占める割合：０．３％（約３千人）

一部支給停止者の状況（平成２９年３月末現在）

児童扶養手当の受給期間が５年を超える場合等の一部支給停止について
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（差額支給の対象となる例）父母に監護されない児童を祖父母が養育する家庭
○ 祖父（祖母）が受給する老齢年金が、加入年数や報酬額等により、児童扶養手当よりも低くなる場合

○ 児童扶養手当と公的年金は、稼得能力の低下に対する所得保障という同一の性格を有しているため、公的年金を受給
できる場合は、児童扶養手当を支給しないこととされていた。

○ このため、児童扶養手当よりも低額の年金を受給できるために児童扶養手当を受給できないケースが生じていた。

○ 今般、同一の性格を有する給付を２重に行うことを避けつつ、全く併給が行われないことを改善し、児童扶養手当の
趣旨を達成する観点から、児童扶養手当法の一部が改正（※）され、受給者等の年金額が児童扶養手当額を下回る場合
には、その差額分の手当を受給できることとなった（平成２６年１２月施行）。

※「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第２８号）

児扶
祖父

（祖母）

養育

子

支給せず
老齢基礎年金

老齢厚生年金

支給

（改正前） （改正後）

児扶
祖父

（祖母）

養育

子

年金との差
額を支給

老齢基礎年金

老齢厚生年金

支給

児童扶養手当と公的年金等との併給制限の見直し

※ 上記の例の他、①妻が死亡した父子家庭で、父が遺族基礎年金の対象外（平成２６年４月以降に死亡のケースは父に遺族基礎年
金が支給される。）であるため、子に遺族厚生年金のみが支給されたが、亡母の報酬額等により支給年金額が低い場合、②離婚後

に子が父から養育費を受け取っていた母子家庭で、離婚後に父が死亡し、子に遺族厚生年金のみが支給されたが、亡父の報酬額等

により支給年金額が低い場合などが考えられる。 70



※貸付金の件数・金額とも約９割が、児童の修学資金関係

71

○ 母子父子寡婦福祉資金は、配偶者のない女子又は配偶者のない男子であって現に児童を扶養しているもの等に対し、その
経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進することを目的としている。

○ 母子及び父子並びに寡婦福祉法の規定に基づき行われている。

目 的目 的

① 母子福祉資金：配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの（いわゆる母子家庭の母）、母子・父子福祉団体 等
② 父子福祉資金：配偶者のない男子で現に児童を扶養しているもの（いわゆる父子家庭の父）、母子・父子福祉団体 等

（平成２６年１０月１日より）
③ 寡婦福祉資金：寡婦（配偶者のない女子であって、かつて配偶者のない女子として児童を扶養していたことのあるもの） 等

対象者対象者

①事業開始資金、②事業継続資金、③修学資金、④技能習得資金、⑤修業資金、⑥就職支度資金、⑦医療介護資金、⑧生活資金、
⑨住宅資金、⑩転宅資金、⑪就学支度資金、⑫結婚資金（計１２種類）※30年度より③、⑪について貸付対象に大学院を追加。

貸付金の種類貸付金の種類

○ 利 子：貸付金の種類、連帯保証人の有無によって異なるが、無利子または、年利１．０％
○ 償還方法：貸付金の種類によって異なるが、一定の据え置き期間の後、３年～２０年

貸付条件等貸付条件等

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市
【負担割合】国２／３、都道府県・指定都市・中核市１／３
【30予算案】３１．９億円

実施主体等実施主体等

① 母子福祉資金：１７２億３，５７８万円（３３，１３３件）
② 父子福祉資金： ４億８，６１７万円（ １，０８６件）
③ 寡婦福祉資金： ３億７，９５０万円（ ５７０件）

貸付実績《平成2８年度》貸付実績《平成2８年度》

２ 母子父子寡婦福祉資金貸付金制度の概要



福祉資金貸付金の拡充①

生活が不安定な母子家庭等や自立に向けた活動を行う母子家庭等の資金需要に柔軟に応えることがで

きるよう、母子寡婦福祉貸付金において、貸付利子の引下げ、貸付け条件等の見直しを行う。

返済時の負担軽減のため、貸付利率について現行の３％から無利子に引き下げる。

（参考）有利子の貸付資金
生活資金※、住宅資金、転宅資金、結婚資金

※母子家庭となってから７年間を超えない期間（月額４万円、累計９６万円を超える金額に限る）、失業期間における貸付期間における貸付け

１．貸付利率の引下げ

○連帯保証人要件の緩和
連帯保証人の確保が困難な母子家庭の実情を考慮し、連帯保証人のない場合も貸し付けを認める。
（ただし、その場合は有利子貸付（１．５％）とする。）

修学資金、修業資金、就職支度資金（子に係るものに限る）及び就学支度資金については、
①親に貸付ける場合は、現行どおり子を連帯債務者とし、連帯保証人については新たに不要とする。
②子に貸付ける場合は、現行どおり親等の連帯保証人を必要とする。
①及び②の両方の場合について、利子については引き続き無利子とする。

○技能習得資金、修業資金、生活資金（技能修得期間中）の貸付期間の延長
３年を超える修業に対応するため、貸付期間を３年以内から５年以内に延長する。

２．貸付け条件の見直し

貸付けに係る事務費に充当できる利子等の収入の割合について、現行の２／３から１０／１０へ引き上げる。

３．事務費に充当できる利子等の収入の割合の引上げ

（平成21年6月5日以降適用）
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福祉資金貸付金の拡充②

母子家庭の母及び寡婦が高等学校等に通う際に必要となる費用について貸付けを行う。

○母子家庭の母及び寡婦が高等学校に修学する場合に、その修学及び入学に必要な資金について、技
能習得資金の運用により貸付けを可能とする。

・貸付限度額
月額 ６８，０００円
特別貸付 ８１６，０００円（１２月相当）

技能習得資金関係

（平成22年4月1日以降適用）

福祉資金貸付金の拡充③

福祉資金貸付金について父子家庭への対象拡大を図り、父子福祉資金を創設する。

○母子福祉資金と同様とする。

父子福祉資金の対象者、貸付金の種類、貸付限度額、貸付条件等

（平成26年10月1日以降適用）
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福祉資金貸付金の拡充③

ひとり親家庭が経済的に厳しい状況に置かれていること等を踏まえ、違約金の利率を引き下げる。

○福祉資金貸付金の償還に係る違約金の額を引き下げるため、違約金の利率を以下のとおり引き下げる。

（改正前）年10.75% → （改正後）年5％

（平成27年4月1日以降適用）

違約金利率の引き下げ

福祉資金貸付金の拡充④

ひとり親家庭の返済の負担に配慮し、保証人がいない場合の貸付利率を引き下げる。

貸付利率の引き下げ

○保証人がいない場合でも借りやすい仕組みとするため、貸付利率を以下のとおり引き下げる。

（改正前）年1.5% → （改正後）年1.0％

（平成28年4月1日以後申請分から適用）
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福祉資金貸付金の拡充⑤

経済的理由により進学を諦めることがないよう、修学資金及び就学支度資金について、貸付けの

対象に大学院を追加する。

○ひとり親家庭の子どもが大学院へ修学する場合に、その修学及び入学に必要な資金について、修学資金及
び就学支度資金より貸付けを受けられるように対象を拡大する。

（平成30年4月1日以降適用）

貸付け対象の拡大
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資金
種類

貸付対象等 貸付限度額
貸付
期間

据置
期間

償還期
限

利 率

事
業
開
始
資
金

・母子家庭の母

・父子家庭の父

・母子･父子福祉
団体

・寡婦

事業（例えば洋裁、
軽飲食、文具販売、
菓子小売業等、母
子・父子福祉団体に
ついては政令で定め
る事業）を開始する
のに必要な設備、什
器、機械等の購入資
金

２，８５０，０００円

団体 ４，２９０，０００円

１ 年 ７年
以内

（保証人有）無利子
（保証人無）年1.0％

事
業
継
続
資
金

・母子家庭の母

・父子家庭の父

・母子･父子福祉
団体

・寡婦

現在営んでいる事業
（母子・父子福祉団
体については政令で
定める事業）を継続
するために必要な商
品、材料等を購入す
る運転資金

１，４３０，０００円

団体 １，４３０，０００円

６ケ月 ７年
以内

（保証人有）無利子
（保証人無）年1.0％

修
学
資
金

・母子家庭の母が
扶養する児童

・父子家庭の父が
扶養する児童

・父母のない児童

・寡婦が扶養する子

高等学校、大学、
高等専門学校又は
専修学校に就学さ
せるための授業料、
書籍代、交通費等
に必要な資金

※私立の自宅外通学の場合の限度額を例示
（大学院は国公立・私立、自宅・自宅外の区別なし）

高校、専修学校（高等課程）
月額５２，５００円

高等専門学校
月額［１～３年］５２，５００円

［４～５年］９０，０００円
短期大学、専修学校（専門課程）

月額 ９０，０００円
大学

月額 ９６，０００円
大学院（修士課程） 月額１３２，０００円
大学院（博士課程） 月額１６８，０００円
専修学校（一般課程）

月額 ４８，０００円

(注)高等学校、高等専門学校及び専修学校に就学する児

童が１８歳に達した日以後の最初の３月３１日が終了したこ
とにより児童扶養手当等の給付を受けることができなくなっ
た場合、上記の額に児童扶養手当の額を加算した額。

就学期
間中

当該学
校卒業
後６ケ
月

２０年
以内

専修学
校（一
般課程）
５年以
内

無利子

※親に貸付ける場合、
児童を連帯借受人と
する。（連帯保証人は
不要）

※児童に貸付ける場
合、親等を連帯保証
人とする。

（平成30年4月1日現在）
母子父子寡婦福祉資金貸付金の概要
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資金
種類

貸付対象等 貸付限度額
貸付
期間

据置
期間

償還
期限

利 率

技
能
習
得
資
金

・母子家庭の母

・父子家庭の父

・寡婦

自ら事業を開始し
又は会社等に就
職するために必要
な知識技能を習
得するために必要
な資金（例：訪問介
護員（ホームヘル
パー）、ワープロ、パ
ソコン、栄養士等）

【一般】 月額 ６８，０００円

【特別】 一括 ８１６，０００円
（１２月相当）

運転免許 ４６０，０００円

知識技能
を習得する
期間中５年
をこえない
範囲内

知識技能
習得後１
年

２０年以内 （保証人有）
無利子

（保証人無）
年1.0％

修
業
資
金

・母子家庭の母が
扶養する児童

・父子家庭の父が
扶養する児童

・父母のない児童

・寡婦が扶養する子

事業を開始し又
は就職するため
に必要な知識技
能を習得す

るために必要な
資金

月額 ６８，０００円

特別 ４６０，０００円
(注)修業施設で知識、技能習得中の児童が １８歳に

達した日以後の最初の３月３１日が終了したことによ
り児童扶養手当等の給付を受けることができなくなっ
た場合、上記の額に児童扶養手当の額を加算した額

知識技能
を習得する
期間中５年
をこえない
範囲内

知識技能
習得後１
年

６年以内 ※修学資金と同
様

就
職
支
度
資
金

・母子家庭の母又は
児童

・父子家庭の父又は
児童

・父母のない児童

・寡婦

就職するために
直接必要な被服、
履物等及び通勤
用自動車

等を購入する資
金

一般 １００，０００円

特別 ３３０，０００円

１ 年 ６年以内 ※親に係る貸付
けの場合

（保証人有）
無利子
（保証人無）
年1.0％
※児童に係る貸
付けの場合修学
資金と同じ

医

療
介
護
資
金

・母子家庭の母又は
児童（介護の場合は
児童を除く）

・父子家庭の父又は
児童（介護の場合は
児童を除く）

・寡婦

医療又は介護
（当該医療又は
介護を受ける期
間が１年以内の
場合に限る）を受
けるために必要
な資金

【医療】 ３４０，０００円

特別 ４８０，０００円

【介護】 ５００，０００円

６ケ月 ５年以内 （保証人有）
無利子
（保証人無）
年1.0％
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資金
種類

貸付対象等 貸付限度額
貸付
期間

据置
期間

償還
期限

利 率

生
活
資
金

・母子家庭の母

・父子家庭の父

・寡婦

知識技能を習得し
ている間、医療若
しくは介護を受けて
いる間、母子家庭
又は父子家庭に
なって間もない(７
年未満)者の生活

を安定・継続する
間(生活安定期間)
又は失業中の生活
を安定・継続する
のに必要な生活補
給資金

【一般】 月額 １０３，０００円

【技能】 月額 １４１，０００円

(注)生活安定期間の貸付は、配偶者のない女子又は男子と

なった事由の生じたときから７年を経過するまでの期間中、月
額１０３，０００円、合計２４０万円を限度とする。

また、生活安定期間中の養育費の取得のための裁判費用

については、１，２３６，０００円（一般分の１２月相当）を限度と
して貸付けることができる。
(注)３月相当額の一括貸付を行うことができる。

・知識技能
を習得する
期間中５年
以内

・医療又は
介護を受け
ている期間
中１年以内

・離職した日
の翌日から
１年以内

知識技能
習得後、
医療若しく
は介護終
了後又は
生活安定
期間の貸
付若しくは
失業中の
貸付期間
満了後６
ケ月

（技能習得）
２０年以内

（医療又は
介護）
５年以内

（生活安定
貸付）
８年以内

（失業）
５年以内

（保証人有）
無利子

（保証人無）
年1.0％

住
宅
資
金

・母子家庭の母

・父子家庭の父

・寡婦

住宅を建設し、購
入し、補修し、保
全し、改築し、又
は増築するのに
必要な資金

１，５００，０００円

特別 ２，０００，０００円

６ケ月 ６年以内
特別
７年以内

（保証人有）
無利子

（保証人無）
年1.0％

転
宅
資
金

・母子家庭の母

・父子家庭の父

・寡婦

住宅を移転する
ため住宅の貸借
に際し必要な資
金

２６０，０００円 ６ケ月 ３年以内 （保証人有）
無利子
（保証人無）
年1.0％

就
学
支
度
資
金

・母子家庭の母が
扶養する児童

・父子家庭の父が
扶養する児童

・父母のない児童

・寡婦が扶養する子

就学、修業する
ために必要な被
服等の購入に必
要な資金

小学校 ４０，６００円
中学校 ４７，４００円
国公立高校等 １６０，０００円
修業施設 １００，０００円
私立高校等 ４２０，０００円
国公立大学・短大・大学院等 ３８０，０００円
私立大学・短大・大学院等 ５９０，０００円

６ケ月 就学
２０年以内

修業
５年以内

※修学資金と
同様

結
婚
資
金

・母子家庭の母

・父子家庭の父

・寡婦

母子家庭の母又は
父子家庭の父が扶
養する児童及び寡
婦が扶養する２０歳
以上の子の婚姻に
際し必要な資金

３００，０００円 ６ケ月 ５年以内 （保証人有）
無利子

（保証人無）
年1.0％
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